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「地方創生2.0」「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォローアップと推進戦略～」について
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国の総合戦略策定の経過と概要

令和７年６月13日

令和７年11月11日

令和７年12月23日

令和８年夏頃

今後10年間を見据え、人口減少のペースが緩まるとしても、当面は総人口・生産年齢人口が
減少するという事態を正面から受け止めたうえで、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を
機能させる適応策を講じていくことなどを基本姿勢とした「地方創生2.0基本構想」を策定。

地方が持つ伸び代を活かし、国民の暮らしと安全を守るため、地域ごとの産業クラスターを全
国各地に形成し、世界をリードする技術・ビジネスを創出するとともに、地場産業の付加価値
向上と販路開拓を強力に支援することなどの検討のため。

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（計画期間：令和５～９年度）を変更し、令和７～11
年度の５か年を計画期間とする新たな総合戦略を策定。各府省庁における地方創生のため
の具体的な事業を整理し、各施策の進捗管理・検証を行うために工程表の作成・ＫＰＩの設定
をするとともに、目標と各施策との因果関係 （ロジックモデル）を設定。

「地方創生2.0基本構想」を土台としたうえで、より「強い経済」の実現に力点を置いた全体
戦略。なお、地域未来戦略を進めるうえで、基本構想や総合戦略を見直すことは想定しておら
ず、従来の地方創生施策についても引き続き取り組むものとする。

詳細については５ページ参照

・「地方創生2.0 基本構想」 閣議決定

・地域未来戦略本部 設置

・「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創
生の取組のフォローアップと推進戦略～」 閣議決定

・「地域未来戦略」 閣議決定

・国総合戦略改訂を踏まえた「地方版総合戦略の
策定・効果検証のための手引き」発出



「地方創生2.0基本構想」 概要
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「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォローアップと推進戦略～」概要
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「地域未来戦略」概要
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「地方創生に関する総合戦略」を踏まえた地方版総合戦略の手引き

１ 都道府県と市町村に求められる役割についての記載を追加
…地方創生を現場で中心的に担う主体として、地域の多様なステークホルダーを巻き込む。
…国等の支援を活用し、好事例を参考としつつ、人口構造の変化など自らの地域の将来の

姿から逆算して着手すべき施策を考え、それらを担う人材育成を含め具体化していく。
…人口減少を正面から受け止め、若者や女性に選ばれる地域づくりなどの視点も取り入れつ

つ、必要に応じ、他の市町村とも連携を図ることで、地方創生の施策を力強く進める。

２ 広域リージョン連携に係る説明を追加
…産業政策や観光振興など地域の成長に繋がる施策を、都道府県域を超えた地方公共団

体と経済団体や企業、大学、研究機関等の多様な主体の連携により、面的に展開する「広
域リージョン連携」の積極的な推進が期待される。

３ ロジックモデルの構造等に係る説明を追加
…ロジックモデル（インパクト、アウトカム、アウトプット）を基に、それぞれの地域の実情に応じ

ながら戦略期間のうちに実施する施策を検討し、地方版総合戦略に盛り込む。

４ 戦略に盛り込むべき政策分野の記載を変更
…地方版総合戦略に盛り込むべき施策として、基本構想で示したとおり下記６つの政策分野

を中心とすることが望まれる。
① 人口減少を正面から受け止めた上での施策展開
② 若者や女性に選ばれる地域づくり
③ 異なる要素の連携と「新結合」
④ ＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用と社会実装
⑤ 都市・地方の共生関係の強化と人材循環の促進
⑥ 好事例の普遍化（点から面へ、地域の多様なステークホルダーの連携）

５ 国の地方公共団体に対する戦略策定支援策の例示等を追加
…RESAS、RAIDA等を活用し、各地域の強み、弱みを客観的に把握する。

６ 特徴的な事例を掲載

見直しの主な内容

（参考）手引きで例示された地方版総合戦略の骨格地方創生に関する総合戦略の閣議決定を踏まえて、地方版総合戦略の策定・効果検証
のための手引きが改訂され、主に下記の点について見直された。
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※ 現行の計画期間を１年前倒し

次期総合戦略について

計画期間

【令和10年度～令和14年度】
の５年間を予定

現行の第３期総合戦略の終期を
１年前倒し、令和10年度を始期と
する総合戦略を新たに策定する。

（仮称）「第４期（2028～2032年度）高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略
～デジタルと地域の力を結集し、持続可能な暮らしを守る高知市へ～」

＜考え方＞
地方版総合戦略の策定根拠となる「まち・ひと・しごと創生法」の目的・基本理念にのっとり、まちづくり・ひとづくり・しごとづくりという人口減少克服に向けた重要な３

つの視点を継承・発展していくため、第４期目の「高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略」として策定し、引き続き戦略に基づく各施策を推進する。
また、人口減少に歯止めがかからない中、急速に発展するデジタル技術を最大限活用しながら、地域の人材・資源・ネットワークを結集して、「強い経済」「豊かな生活

環境」「選ばれる地方」の実現を目指すものである。

名称

＜考え方＞
１ 第３期総合戦略の継承
これまで実施してきた地域の産業振興や住みやすいまちづくりに向けた取組、デジタル化やSDGsの推進は引き続き継承することとし、基本方針に盛り込む。

２ 国総合戦略の方向性反映
国総合戦略は「強い経済」「豊かな生活環境」「選ばれる地方」を政策目標に掲げ、AI・デジタルの徹底活用や地域の高付加価値化、官民共創を重視している。

本市としても、国の考え方を踏まえつつ、本市の強みである自然・地域資源・地域のつながりを生かし、産業と暮らしの質を高めることとしている。

基本方針（案）

豊かな自然、地域資源や地域のつながりを大切にしながら、急速に進展するデジタル技術を徹底活用し、産業と暮らしの質を高めること
で、誰もが安心して暮らし続けることができる持続可能なまちをめざします。
実現にあたっては、地域の産業振興や雇用を創出し、多様な人が関わり合い、安心して出産・子育てが実現できる、住みやすいまちづく

りに向けたこれまでの地方創生の取組に、AIやデジタル技術を徹底的に活用する視点を加え、産業の高付加価値化、地域サービスの質
向上や働き方改革を一体的に推進します。 また、脱炭素・資源循環等のSDGｓやグリーン施策を推進するとともに、民間企業、大学、金融
機関、住民などの多様な主体とも共創し、デジタル・新技術の徹底活用やDX推進を通じて地域の稼ぐ力を高め、定住促進を図ります。
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次期総合戦略について

国の総合戦略の３つの政策目標、６つの政策分野を次期総合戦略に
組み込む。

＜政策目標＞
① 強い経済
② 豊かな生活環境
③ 選ばれる地方

＜政策分野＞
① 人口減少を正面から受け止めた上での施策展開
② 若者や女性に選ばれる地域づくり
③ 異なる要素の連携と「新結合」
④ ＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用と社会実装
⑤ 都市・地方の共生関係の強化と人材循環の促進
⑥ 好事例の普遍化（点から面へ、地域の多様なステークホルダー

の連携）

国総合戦略の勘案

第３期総合戦略

計画期間 ： ５年（2024（R6）年度～2028（R10）年度）

基本目標１ 地産外商、観光振興等による産業活性化と安定した雇用の創出

数値目標
○個人市民税所得割納税義務者数 ○製造品出荷額等

○個人市民税所得割納税義務者の総所得金額 ○県外からの観光入込客数

基本的方向

①地産の強化を図る ～農林漁業等の振興～

②外商の強化を図る ～新市場開拓・販路拡大～

③外商の強化を図る ～観光振興～

④企業誘致や雇用創出など働ける環境づくり

基本目標２ 新しい人の流れをつくる

数値目標 ○県外からの移住者数 ○15～24歳の県外への転出超過数

基本的方向

⑤移住促進と受入体制の強化

⑥居住環境の整備

⑦特色ある教育による地域の活性化

⑧若者の地元定着の促進

基本目標３ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望を実現する、女性の活躍の場を拡大する

数値目標 ○出生数 ○「子育てしやすい」と感じる市民の割合

基本的方向

⑨安心して妊娠・出産できる環境づくり

⑩安心して子育てできる環境づくり

⑪将来家庭を築くための支援

⑫ワーク・ライフ・バランスの推進

基本目標４ バランスの取れた県都のまちづくりと地域間の連携により安心なくらしを守る

数値目標 ○今後も高知市に住み続けたいと思う市民の割合

基本的方向

⑬産学官民連携の推進

⑭コンパクトなまちづくり

⑮自然環境との共生

⑯地域コミュニティの活性化

⑰いきいきと暮らし続けられる社会づくり

⑱デジタル技術を活かした市民サービスの向上

⑲著しい少子高齢化への対応

地方創生2.0基本構想及び国新総合戦略の新たな視点を取り入れながら、基本目標や基本的方向、施策等の見直し及び充実化を図る。

各基本目標について、ロジックモデルに沿った整理を行う。
インパクト（基本目標）に対して、アウトプット→アウトカムの整理を行
い、より実効的なKPIを設定。

ロジックモデルの整理

盛
り
込
む
べ
き
視
点

地域未来戦略の勘案
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第４期総合戦略

計画期間 ： ５年（2028（R10）年度～2032（R14）年度）
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（計画期間：R７～11年度）
地方創生に関する

総合戦略

現行戦略
（本来の計画期間：R５～９年度）

12月23日

（計画期間：R５～９年度）

高知県元気な未来
創造戦略策定

R６.３月
＜県 対応方針＞
・令和８年度のバージョンアップのポイントとして、国総合戦略の方向性と合致する形
で見直しを行っている（現行計画のマイナーチェンジにより反映）。「地域未来戦略」
についても、その内容を踏まえて、内容を見直すこととしている。
・次期戦略の策定は令和９年度末を予定。

５年間
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次期総合戦略策定に向けた想定スケジュール

夏頃

地
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R10.3月
次期戦略
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者
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②
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者
会
議
①

７月

パ
ブ
コ
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の
実
施

１月 ８月７月

有
識
者
会
議
③

（計画期間：R６～９年度） ４年間
高知県元気な未来
創造戦略（現行）

（計画期間：R６～10年度）

第３期まち・ひと・しごと
創生総合戦略（現行）

（本来の計画期間：R６～10年度）

第４期まち・ひと・しごと
創生総合戦略（仮）

（計画期間：R10～14年度）

５年間

次期高知県元気な
未来創造戦略策定

R10.３月

有
識
者
会
議
④

１月

事業登載調整／庁内素案作成 最終案作成等事業登載調整
国の方針を反映させた
マイナーチェンジ作業

年度改訂

R９.3月


